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      まえがき 
 

認知症になっても安⼼して⽣活ができる地域づくりを⽬指して、国は⽇本医師会及び国⽴⻑寿

医療研究センターと連携し、平成 17 年度から地域における認知症に関する地域医療体制構築の

中核的な役割を担う医師としての認知症サポート医養成研修事業を開始しました。認知症サポート

医は地域における連携の推進役としての役割を期待されており、具体的には、①かかりつけ医認知

症対応⼒向上研修の企画・⽴案・講師、②かかりつけ医の認知症診断等に関する相談役・アドバ

イザーとなること、及び他の認知症サポート医との連携体制の構築、③各地域医師会と地域包括⽀

援センターとの連携づくりへの協⼒が求められています。平成 30 年度末までに認知症サポート医養

成研修を受講した医師は全国で 9,950 ⼈にのぼっています。 
認知症初期集中⽀援チームが平成 24 年度からモデル事業として開始され、平成 30 年度には全

ての市町村に整備されることになったり、平成 28 年度診療報酬改定での認知症ケア加算の新設、

平成 30 年度診療報酬改定での認知症サポート指導料の新設など認知症サポート医を取り巻く環

境、社会制度が⼤きく変化する中で、認知症サポート医に求められる役割がより具体的かつ明確に

なった部分と逆に⼀部混乱を招いている部分があるように思われます。 
本年度の⽼⼈保健健康増進等事業におきまして、平成 29 年度認知症サポート医養成研修修

了者を対象として研修受講および活動実態に関するアンケート調査を実施し、また、平成 30 年度

認知症サポート医養成研修受講者を対象として研修会場でアンケート調査を⾏いました。その結果

を解析し、認知症サポート医養成研修のあり⽅について委員会において検討を⾏い、また、新たな

研修プログラムの試⾏と検証を⾏いました。これらの結果を基に、さらに効果的な研修を追い求めて

参りたいと思います。 
最後にアンケート調査にご回答・ご協⼒を賜りました認知症サポート医の先⽣⽅に深く御礼申し

上げます。 
 

平成 31 年 3 ⽉ 

平成 30 年度⽼⼈保健事業推進費等補助⾦（⽼⼈保健健康増進等事業分）      

認知症サポート医研修のあり⽅に関する調査研究事業 

                                                   座⻑  武⽥  章敬 
 
 





 
平成 30 年度⽼⼈保健事業推進費等補助⾦（⽼⼈保健健康増進等事業分） 

認知症サポート医研修のあり⽅に関する調査研究事業 報告書 
 

⽬ 次 
 

Ⅰ 事業概要                                                         1  
 
 

Ⅱ 認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート調査      3    

    1. 調査概要                  

    2. 結果                      

1 基本属性                                     4  

2 連携について                                  27  

3 参加                                        34  

4 認知症ケアチーム                              43  

5 認知症サポート医に関するご意⾒等               44  

6 平成 30 年度研修受講者アンケート詳細分析       49  
 
 

Ⅲ 認知症サポート医養成研修（追加教材案）                            65    
 
 

Ⅳ 考察                                                            80    
 
 
  【資料】                                                             84    

認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート調査票(29 年度修了者) 

認知症サポート医養成研修受講者アンケート票（30 年度受講者） 

 
 





Ⅰ 事業概要  
 
 1  事業名  

認知症サポート医研修のあり⽅に関する調査研究事業 
 
 2  事業⽬的  

認知症サポート医は昨年度までに全国で約8,000⼈にのぼり、地域における医療・介護の連携、

かかりつけ医等への研修、地域住⺠への啓発等の場⾯でそれぞれの活動を⾏っている。近時では、

認知症初期集中⽀援チームへの参画、病院における院内連携チームへの参画など、役割の重要

性が⾼まっているが、同時に、認知症サポート医・受講者を取り巻く環境も変化してきている。 
そこで、認知症サポート医養成研修の研修カリキュラムや教材をより実践的かつ現場のニーズに

合わせた内容に改訂するため、基礎情報の整理を⾏うことを⽬的とする。 
具体的には、以下の項⽬について、相互に関連させながら実施することとする。 

    ⑴ 調査内容の検討︓委員会を設置の上、必要な調査項⽬を検討し、調査票を作成する。 
⑵ 認知症サポート医養成研修修了者および受講者を対象とした調査 
⑶ 研修の機会を通じて、認知症サポート医制度がうまく機能している地域等からの情報収集 
⑷ 研修カリキュラムや教材の追加・改訂および試⾏と評価 

 
 3  実施期間   
      平成 30 年 6 ⽉ 7 ⽇（内⽰⽇）〜 平成 31 年 3 ⽉ 31 ⽇ 
 

 4  実施体制  
  （1）委員会                                       ◎は座⻑［五⼗⾳順、敬称略］ 

⽒名 団体・所属 役職 

粟⽥  主⼀ 地⽅独⽴⾏政法⼈ 東京都健康⻑寿医療センター 研究部⻑ 

  江澤  和彦 公益社団法⼈ ⽇本医師会 常任理事 

渕野  勝弘 公益社団法⼈ ⽇本精神科病院協会 常務理事 

◎武⽥  章敬 国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 医療安全推進部⻑ 

鷲⾒  幸彦 国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 副院⻑ 

     〈オブザーバー〉 

  ⽥中 規倫 厚⽣労働省 ⽼健局総務課認知症施策推進室 室⻑ 

  ⽯井 伸弥 厚⽣労働省 ⽼健局総務課認知症施策推進室 専⾨官 
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  （2）委員会実施状況と主な議事 

     第1回 委員会 

⽇時   平成30年9⽉28⽇（⾦） 
議事   1. 平成30年度事業計画案について 

               2. 認知症サポート医にかかるご意⾒交換 
        資料   ①⽼⼈保健健康増進等事業 事業計画（交付申請書より） 

               ②アンケート調査計画等について 

               ③認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート調査 

               ➃平成 29 年度 事業報告書 

     第2回 委員会 
⽇時   平成31年2⽉20⽇（⽔） 
議事   1. アンケート調査について（H29年度修了者アンケート、H30年度受講者アンケート） 

         2. 認知症サポート医養成研修について 
         3. ご意⾒交換 
  資料   ①認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート 
           （H29 年度修了者）※H28 年度まで修了者、H30 年度受講者アンケート結果を含む 

         ②認知症サポート医養成研修 事例検討資料 

 
  （3）事業実施スケジュール 
      事業は、概ね以下のスケジュールで進⾏した。 

 平成 30 年 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                                             第 1 回委員会
                                                                                        ◉ 
                                                 （認知症サポート医養成研修）   ▲       ▲ 
                                                                             東京①   京都  

 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 平成 31 年 1 ⽉ 2 ⽉ 3 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                                 第 2 回委員会  
          H29 年度修了者 認知症サポート医アンケート調査                   ◉      
             
           ▲      ▲         ▲                         ▲ 
        北海道   福岡       愛知                      東京②   
                                                        報告書の作成・印刷(配布)
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Ⅱ  認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート調査 

1  調査概要  

1-1  調査対象 
      平成 29 年度に認知症サポート医養成研修を修了した医師   1,498 名 

1-2  調査主体     
国⽴⻑寿医療研究センター（平成 30 年度⽼⼈保健健康増進等事業） 

1-3  調査期間     
平成 30 年 11 ⽉上旬 〜 11 ⽉ 30 ⽇ （投函〆切） 

1-4  調査項⽬     
(1) 基本属性 ・受講⽬的、受講動機、受講料負担 等 

・所属医療機関、認知症診療、診断書作成 等 
(2) 連携 ・ネットワーク作りへの参画 

・地域の医療・介護等⽀援との連携   等 
(3) 参加 ・初期集中⽀援チーム、地域ケア会議への参加・協⼒  等 
(4) ケアチーム ・院内の多職種ケアチームへの参加  
(5) ご意⾒ ・認知症サポート医制度の評価 

・⾃由意⾒ 

1-5  回収状況     
回収票  646 票（回収率 43.1%） 

 

（参考）平成 30 年度受講者アンケート  

⑴ 調査対象    平成 30 年度認知症サポート医養成研修受講者  1,477 名 
              （東京①、京都、北海道、福岡、愛知、東京②︔ 6 会場分） 

（参考）平成 29 年度実施調査  
⑴ 調査対象    平成 17〜28 年度に認知症サポート医養成研修修了者  6,716 名 
⑵ 調査期間    平成 29 年 10 ⽉下旬 〜 11 ⽉ 20 ⽇ （投函〆切） 
⑶ 回収状況    回収票  2,591 票（回収率 38.6%）  
               ※平成 28 年度修了者は 813 名 
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2  調査結果  

1  基本属性について                                                                   

1-1  認知症サポート医養成研修  

（1）主な受講⽬的（複数回答︔n646） 
    受講⽬的について、「地域の認知症施策の向上のため」が 70.4%と最も多く、次いで、「認知症初

期集中⽀援チームに協⼒するため」が 44.9%であった。28 年度修了者との傾向の違いは⾒られなかっ

た。30年度受講者では、選択肢として加えられた「認知症サポート指導料の算定要件取得のため」が

32.3%と、3 分の 1 を占めていた。 
図表 1.1  主な受講⽬的 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

70.4

44.9

16.1

3.9

7.1

0 20 40 60 80 100

地域の認知症施策の向上のため

認知症初期集中⽀援チームに協⼒するため

認知症ケア加算対象の院内チーム設置のため

認知症短期集中リハビリテーション実施加算の
要件取得のため

その他

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

(%)

70.5

37.0

19.5

6.1

32.3

5.1

0 20 40 60 80 100

地域の認知症施策の向上のため

初期集中⽀援チームに協⼒する
ため

認知症ケア加算対象の院内チー
ム設置のため

認知症短期集中リハ実施加算の
要件取得のため

認知症サポート指導料の算定要
件取得のため

その他

65.4  

43.3  

17.2  

3.6  

6.6  

0 20 40 60 80 100

地域の認知症施策の向上のため

認知症初期集中⽀援チームに協
⼒するため

認知症ケア加算対象の院内チー
ム設置のため

認知症短期集中リハ実施加算の
要件取得のため

その他
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（2）受講動機（n646） 
    受講動機は、「ご⾃⾝の希望で」が 226 ⼈（35.0%）と最も多く、次いで、「地域医師会の要請を

受けて」が 150 ⼈（23.2%）、「所属機関からの要請を受けて」が 115 ⼈（17.8%）の順であった。

30 年度受講者では「⾃治体の要請を受けて」の構成割合が半減していた。 

図表 1.2  受講動機 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾃治体の要
請を受けて

137  
16.9%

地域医師会
の要請を受

けて
171  

21.0%
所属機関か
らの要請を

受けて
136  

16.7%

ご⾃⾝の
希望で

329  
40.5%

その他
6  

0.7%

無回答
34  

4.2%

⾃治体の要請を
受けて
110

17.0%

地域医師会の
要請を受けて

150
23.2%

所属機関からの
要請を受けて

115
17.8%

ご⾃⾝の希望で
226

35.0%

その他
6

0.9%

(複数選択)
39

6.0%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

⾃治体の要
請を受けて

132 
8.9%

地域医師会の
要請を受けて

253 
17.1%

所属機関からの
要請を受けて

319 
21.6%

ご⾃⾝の
希望で

685 
46.4%

その他
5 

0.3%

複数選択
69 

4.7%

無回答
14 

0.9%
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（3）受講料負担(交通費・宿泊費を含む)（複数回答︔n646） 
    受講料負担について、「⾃費（所属機関を含む）」が 44.4%と最も多く、次いで、「⾃治体」が

34.5%であった。30 年度受講者については、所属医療機関と⾃費の選択肢を分けたところ、「所属医

療機関」が 34.0%と最も多かった。 

図表 1.3  受講料負担 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 
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2.2
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⾃費（所属機関を含む）

⾃治体

地域医師会

その他

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 
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31.6  

24.0  

2.7  
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⾃費（所属機関を含む）
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地域医師会

その他
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⾃費

地域医師会
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（4）⾃治体や地域医師会による研修修了者リストの公表（n646） 
    研修修了者リストの公表について、「リスト公表に同意している」が 520 ⼈（80.5%）と、8 割の修

了者が公表に同意している⼀⽅で、「同意していない」場合も⼀定程度みられた。 

図表 1.4  研修修了者リストの公表 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リスト公表に同意
している

520
80.5%

同意していない
21

3.3%

公表につき同意を求
められたことがない

40
6.2%

覚えていない・
分からない

61
9.4%

無回答
4  

0.6%

リスト公表に同意
している

647  
79.6%

同意していない
21  

2.6%

公表につき同意
を求められたこと

がない
51  

6.3%

覚えていない・
分からない

93  
11.4%

無回答
1  

0.1%

（28 年度修了者 n813）
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1-2  医療機関等 

（1）所属の医療機関種類（n646） 
    医療機関の種類について、「無床診療所」が 300 ⼈（46.6%）と最も多く、次いで、「⼀般病院

（⼤学病院を除く）」が 215 ⼈（33.4%）の順であった。28 年度修了者、30 年度受講者とは概ね

同様の結果であった。 

図表 1.5  所属の医療機関種類 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無床診療所
300

46.6%

有床診療所
30

4.7%

⼀般病院（⼤学病院
を除く）

215
33.4%

⼤学病院
12

1.9%

精神科病院
66

10.2%

その他
20

3.1%

無回答
1  

0.2%

無床診療所
368  

45.3%

有床診療所
45  

5.5%

⼀般病院（⼤
学病院を除く）

270  
33.2%

⼤学病院
16  

2.0%

精神科病院
95  

11.7%

その他
16  

2.0%

無回答
3  

0.4%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

無床診療所
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45.6%

有床診療所
80 

5.4%

⼀般病院(⼤
学病院を除く)

476 
32.2%

⼤学病院
47 

3.2%

精神科病院
161 

10.9%

その他
31 

2.1%

複数回答
6 

0.4%

無回答
2 

0.1%
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（2）認知症疾患医療センターの指定（n646） 
    認知症疾患医療センターの指定は、「受けている」が 70 ⼈（10.8%）、「受けていない」」が 518 ⼈

（80.2%）であった。28 年度修了者、30 年度受講者とも概ね傾向は変わらなかった。 

図表 1.6  認知症疾患医療センターの指定 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受けている
70

10.8%

受けていない
518

80.2%

分からない
48

7.4%

無回答
10  

1.5%

受けている
82  

10.1%

受けていない
659  

81.1%

分からない
61  

7.5%

無回答
11  

1.4%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

受けている
155 

10.5%

受けていない
1,191 
80.6%

分からない
116 
7.9%

無回答
15 

1.0%
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（3）主な診療科（n646） 
    主な診療科について、「内科」が 331 ⼈（51.2%）と最も多く、次いで、「精神科」が 106 ⼈

（16.4%）、「脳神経外科」が 52 ⼈（8.0%）であった。28 年度修了者に⽐べ、内科が増、精神科

が減となった。もっとも、30 年度には、内科は再び減少に転じていた。 

図表 1.7  主な診療科 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内科
331

51.2%

外科
35

5.4%

精神科
106

16.4%

脳神経外科
52

8.0%

神経内科
40

6.2%

整形外科
15

2.3%

その他
46

7.1%

複数回答
21

3.3%

内科
388  

47.7%

外科
42  

5.2%

精神科
163  

20.0%

脳神経外科
73  

9.0%

神経内科
51  

6.3%

整形外科
25  

3.1%

その他
51  

6.3%

無回答
20  

2.5%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

内科
666 

45.1%

外科
80 

5.4%

精神科
308 

20.9%

脳神経外科
125 
8.5%

神経内科
138 
9.3%

整形外科
27 

1.8%

その他
85 

5.8%

複数回答
45 

3.0%

無回答
3 

0.2%
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1-3  学会専⾨医・他の研修受講等 

（1）学会専⾨医（複数回答︔n646） 
    学会専⾨医の状況について、「⽇本精神神経学会」が 13.2%と最も多く、以下順次に、「⽇本脳

神経外科学会」が 8.0%、「⽇本神経学会」が 6.8%、「⽇本認知症学会」が 6.0%であった。28 年度

修了者、30 年度受講者についても、多少の⼊れ替わりはあるものの、同様の状況であった。 
    30 年度から選択肢として加えられた「⽇本精神科医学会」は 1.3%にとどまった。 

図表 1.8  学会専⾨医 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.2

8.0

6.8

6.0

3.4

2.3

32.0

0 20 40 60

⽇本精神神経学会

⽇本脳神経外科学会

⽇本神経学会

⽇本認知症学会

⽇本⽼年精神医学会

⽇本⽼年医学会

その他

16.6  

9.3  

6.4  

6.9  

4.7  

3.1  

29.8  

0 20 40 60

⽇本精神神経学会

⽇本脳神経外科学会

⽇本神経学会

⽇本認知症学会

⽇本⽼年精神医学会

⽇本⽼年医学会

その他

(%) 

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

16.5

8.4

9.5

6.5

3.1

2.5

1.3

30.1

0 20 40 60

⽇本精神神経学会

⽇本脳神経外科学会

⽇本神経学会

⽇本認知症学会

⽇本⽼年精神医学会

⽇本⽼年医学会

⽇本精神科医学会

その他
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（2）他の研修受講状況 
   ①地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修（n646） 
    地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修の受講について、「受講済」は 135 ⼈

（20.9%）、「未受講」は 408 ⼈（63.2%）であった。28 年度修了者よりは増加していたが、30 年

度受講者では 5 ポイント以上少なかった。 

図表 1.9  地域包括診療料・同加算の算定要件となっている研修 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受講済
135

20.9%

未受講
408

63.2%

無回答
103  

15.9%

受講済
152  

18.7%

未受講
522  

64.2%

無回答
139  

17.1%

受講済
228 

15.4%

未受講
1,038 
70.3%

無回答
211 

14.3%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 
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   ②(⽇本医師会実施) ⽇医かかりつけ医機能研修（n646） 
    ⽇医かかりつけ医機能研修の受講について、「受講済」は 230 ⼈（35.6%）、「未受講」は 349 ⼈

（54.0%）であった。28 年度修了者よりは増加していたが、30 年度受講者では 5 ポイント以上少な

かった。 

図表 1.10  ⽇医かかりつけ医機能研修 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受講済
230

35.6%

未受講
349

54.0%

無回答
67  

10.4%

受講済
274  

33.7%

未受講
439  

54.0%

無回答
100  

12.3%

受講済
404 

27.4%

未受講
934 

63.2%

無回答
139 
9.4%

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 
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   ③(都道府県等実施) 認知症サポート医フォローアップ研修（n646） 
    都道府県実施の認知症サポート医フォローアップ研修について、「受講済」は 241 ⼈（37.3%）、

「未受講」は 365 ⼈（56.5%）であった。未受講の理由としては、「多忙等で参加できない」が 160 ⼈

（43.8%）と最も多く、「実施されていない（分からない場合を含む）」が 143 ⼈（39.2%）と続いた。

28 年度修了者の受講の有無はほぼ同様であったが、未受講の理由は「実施されていない（分からな

い場合を含む）」が最多であった。 

図表 1.11  認知症サポート医フォローアップ研修 
（29 年度修了者）  

                                                           〈未受講の理由〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受講済
241

37.3%

未受講
365

56.5%

無回答
40  

6.2%

受講済
291  

35.8%

未受講
462  

56.8%

無回答
60  

7.4%

実施されていない
（分からない場合

を含む）
143

39.2%

多忙等で参加
できない

160
43.8%

必要と思わ
ない
15

4.1%

その他
18

4.9%

無回答
29  

7.9%

実施されていない
（分からない場

合を含む）
207  

44.8%

多忙等で参
加できない

165  
35.7%

必要と思わ
ない
24  

5.2%

その他
34  

7.4%

無回答
32  

6.9%

（28 年度修了者 n813）
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1-4  認知症診療 
    可能な認知症診療（複数回答︔n646） 
    可能な認知症診療としては、「認知症の治療・処⽅」が 82.0%と最も多く、以下順に、「認知症の

早期発⾒」が 75.9%、「認知症の診断」が 75.0%であった。 
    30 年度から選択肢として加えられた「成年後⾒制度診断書作成」は 45.7%、「⾃動⾞運転免許

更新に関する診断書作成」は 41.6%であった。 

図表 1.12  可能な認知症診療 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

82.0

75.9

70.0

49.1

45.2

45.0

24.5

22.9

0 20 40 60 80 100

認知症の治療・処⽅

認知症の早期発⾒

認知症の診断

⾏動・⼼理症状（BPSD）の治療（通院）

⾝体合併症の治療（通院）

訪問診療

⾝体合併症の治療（⼊院）

⾏動・⼼理症状（BPSD）の治療（⼊院）

(%)

（28 年度修了者 n813）                             （30 年度受講者 n1,477） 

82.2

75.3

72.0

56.6

56.6

45.3

29.0

24.2

45.7

41.6
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認知症の治療・処⽅

認知症の早期発⾒

認知症の診断

⾏動・⼼理症状の治療(通院)

⾝体合併症の治療(通院)

訪問診療

⾝体合併症の治療(⼊院)

⾏動・⼼理症状の治療(⼊院)

成年後⾒制度診断書作成

運転免許更新に関する診断書作成

81.9  

76.3  

73.2  

51.5  

46.9  

41.9  

24.1  

22.8  
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認知症の治療・処⽅

認知症の早期発⾒

認知症の診断

⾏動・⼼理症状の治療(通院)
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⾏動・⼼理症状の治療(⼊院)
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1-5  成年後⾒制度に関する診断書作成 
（1）診断書作成実績（1 年間実績）（n646） 
    成年後⾒制度に関する診断書作成について、「作成あり」は 222 ⼈（34.4%）、「作成なし」は

419 ⼈（64.9%）であった。 
    なお、「作成あり」のうち、1 年間の作成件数の記載があった 216 ⼈の平均作成件数は 2.6 件であ

った。 
図表 1.13  成年後⾒制度に関する診断書作成 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成あり
222

34.4%

作成なし
419

64.9%

無回答
5  

0.8%

作成あり
313  

38.5%

作成なし
482  

59.3%

無回答
18  

2.2%

（28 年度修了者 n813）
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（2）鑑定書作成実績（過去 3 年間実績）（n646） 
    過去 3 年間の成年後⾒制度に関する鑑定書作成について、「作成あり」は 189 ⼈（29.3%）、

「作成なし」は 449 ⼈（69.5%）であった。 
    なお、「作成あり」のうち、1 年間の作成件数の記載があった 180 ⼈の平均作成件数は 3.2 件であ

った。 
図表 1.14  成年後⾒制度に関する鑑定書作成 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作成あり
189

29.3%

作成なし
449

69.5%

無回答
8

1.2%
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1-6  ⾃動⾞運転免許更新に関する診断書作成 
（1）診断書作成実績（1 年間実績）（n646） 
    ⾃動⾞運転免許更新に関する診断書作成について、「作成あり」は 222 ⼈（34.4%）、「作成な

し」は 420 ⼈（65.0%）であった。 
    なお、「作成あり」のうち、1 年間の作成件数の記載があった 217 ⼈の平均作成件数は 4.5 件であ

った。 
図表 1.15  ⾃動⾞運転免許更新に関する診断書作成 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成あり
222

34.4%

作成なし
420

65.0%

無回答
4  

0.6%

作成あり
226  

27.8%

作成なし
573  

70.5%

無回答
14  

1.7%

（28 年度修了者 n813）
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（2）(運転免許更新)診断書作成にあたっての抵抗感（n646） 
    ⾃動⾞運転免許更新に関する診断書作成にあたっての抵抗感について、「やや抵抗感がある」が

293 ⼈（45.4%）と最も多く、次いで、「どちらでもない」が 132 ⼈（20.4%）、「⾮常に抵抗感がある」

が 98 ⼈（15.2%）であった。28 年度修了者に⽐べ、「⾮常に抵抗感がある」は 6 ポイント減となって

いた。 
    抵抗感がある理由としては、「患者の⽣活に与える影響が⼤きい」が 72.4%、「認知症の専⾨医で

ない」が 40.2%となった。 
図表 1.16  診断書作成にあたっての抵抗感 

（29 年度修了者） 
                                               〈抵抗感がある理由（複数回答︔n391）〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%)⾮常に抵抗
感がある

98
15.2%

やや抵抗
感がある

293
45.4%

どちらでもない
132

20.4%

抵抗感は
ない
88

13.6%

無回答
35  

5.4%

72.4

40.2

12.0

9.5

0.8

9.5

0 20 40 60 80 100

患者の⽣活に与える影響が⼤きい

認知症の専⾨医でない

公安委員会等とのやり取り

作成に時間がかかる

依頼件数が多い

その他

⾮常に抵抗
感がある

172  
21.2%

やや抵抗感
がある
356  

43.8%

どちらでも
ない
116  

14.3%

抵抗感はない
114  

14.0%

無回答
55  

6.8%
71.0  

43.0  

14.8  

14.2  

1.5  

10.6  

0 20 40 60 80 100

患者の⽣活に与える影響が⼤きい

認知症の専⾨医でない

公安委員会等とのやり取り

作成に時間がかかる

依頼件数が多い

その他

（28 年度修了者 n813）
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（3）(運転免許更新)診断書作成にかかる都道府県公安委員会の指定医への登録（n646） 
    公安委員会の指定医への登録について、「登録している」が 72 ⼈（11.1%）、「登録していない」

が 553 ⼈（85.6%）であった。28 年度修了者と⽐べると、「登録している」が 7 ポイント減となってい

た。 
図表 1.17  公安委員会の指定医への登録 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

登録している
72

11.1%

登録していない
553

85.6%

無回答
21  

3.3%

登録している
152  

18.7%

登録していない
623  

76.6%

無回答
38  

4.7%

（28 年度修了者 n813）
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作成あり なし

⼈数 108 218 326
構成割合 33.1% 66.9% 100.0%
⼈数 69 158 227
構成割合 30.4% 69.6% 100.0%
⼈数 177 376 553
構成割合 32.0% 68.0% 100.0%

作成あり なし

⼈数 88 237 325
構成割合 27.1% 72.9% 100.0%
⼈数 61 165 226
構成割合 27.0% 73.0% 100.0%
⼈数 149 402 551
構成割合 27.0% 73.0% 100.0%

作成あり なし

⼈数 98 229 327
構成割合 30.0% 70.0% 100.0%
⼈数 86 141 227
構成割合 37.9% 62.1% 100.0%
⼈数 184 370 554
構成割合 33.2% 66.8% 100.0%

合計

合計

医療機関種類 と 診断書作成実績（本年度） のクロス表

 
運転免許更新 診断書

合計

医療機関
種類

診療所

病院

合計

医療機関種類 と 鑑定書作成実績（過去3年間） のクロス表

 
成年後⾒制度 鑑定書

合計

医療機関
種類

診療所

病院

医療機関種類 と 診断書作成実績（本年度） のクロス表

 
成年後⾒制度 診断書

合計

医療機関
種類

診療所

病院
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1-7  認知症サポート医としての活動 
   ①かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の企画・講義（n646） 
    かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の企画・講義について、「⾏っている」が 132 ⼈（20.4%）、

「⾏っていない」が 509 ⼈（78.8%）であった。 

図表 1.18  かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の企画・講義 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾏っている
132

20.4%

⾏っていない
509

78.8%

無回答
5  

0.8%

⾏っている
170  

20.9%

⾏っていない
625  

76.9%

無回答
18  

2.2%

（28 年度修了者 n813）
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   ②医療連携や多職種連携（n646） 
    医療連携や多職種連携について、「⾏っている」が 454 ⼈（70.3%）、「⾏っていない」が 186 ⼈

（28.8%）であった。28 年度修了者に⽐べ、「⾏っている」が若⼲増加していた。 

図表 1.19  医療連携や多職種連携 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾏っている
454

70.3%

⾏っていない
186

28.8%

無回答
6  

0.9%

⾏っている
550  

67.7%

⾏っていない
250  

30.8%

無回答
13  

1.6%

（28 年度修了者 n813）
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   ③地域の取り組み等への参加・協⼒（n646） 
    地域の取り組み等への参加・協⼒について、「⾏っている」が 399 ⼈（61.8%）、「⾏っていない」が

243 ⼈（37.6%）であった。28 年度修了者に⽐べ、「⾏っている」が若⼲増加していた。 

図表 1.20 地域の取り組み等への参加・協⼒ 
（29 年度修了者）                                                 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⾏っている
399

61.8%

⾏っていない
243

37.6%

無回答
4  

0.6%

⾏っている
476  

58.5%

⾏っていない
323  

39.7%

無回答
14  

1.7%

（28 年度修了者 n813）
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⾏っている いない

⼈数 77 250 327
構成割合 23.5% 76.5% 100.0%
⼈数 41 184 225
構成割合 18.2% 81.8% 100.0%
⼈数 118 434 552
構成割合 21.4% 78.6% 100.0%

⾏っている いない

⼈数 253 75 328
構成割合 77.1% 22.9% 100.0%
⼈数 141 82 223
構成割合 63.2% 36.8% 100.0%
⼈数 394 157 551
構成割合 71.5% 28.5% 100.0%

⾏っている いない

⼈数 230 98 328
構成割合 70.1% 29.9% 100.0%
⼈数 109 116 225
構成割合 48.4% 51.6% 100.0%
⼈数 339 214 553
構成割合 61.3% 38.7% 100.0%

合計

合計

医療機関種類 と 地域の取り組み等への参加・協⼒ のクロス表

 
地域の取り組み等への協⼒

合計

医療機関
種類

診療所

病院

合計

医療機関種類 と 医療連携や多職種連携 のクロス表

 
医療連携や多職種連携

合計

医療機関
種類

診療所

病院

医療機関種類 と 認知症対応⼒向上研修の企画・講義 のクロス表

 
認知症対応⼒向上研修

合計

医療機関
種類

診療所

病院
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 ― ①〜③について全て⾏っていない場合の理由（複数回答︔n130）― 
    ①研修企画・講義、②医療連携・多職種連携、③取り組みへの参加について、全て⾏っていない

場合の理由について、「市町村や関係機関(者)からの依頼がないため」が 64.6%と最も多く、次いで、

「認知症サポート医として活動する時間が無いため」が 39.2%、「認知症の専⾨医でないため」が

31.5%の順であった。 
図表 1.21  「⾏っていない」場合の理由 

（29 年度修了者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%) 

64.6

39.2

31.5

3.1

6.9

0 20 40 60 80 100

市町村や関係機関(者)からの
依頼がないため

認知症サポート医として活動する
時間がないため

認知症の専⾨医でないため

活動しても謝⾦や報酬の⽀払いが
ない(少ない) ため

その他

61.7  

41.1  

36.7  

5.6  

8.3  

0 20 40 60 80 100

市町村や関係機関(者)からの依頼が
ないため

認知症サポート医として活動する時間
がないため

認知症の専⾨医でないため

活動しても謝⾦や報酬の⽀払いがない
（少ない）ため

その他

（28 年度修了者）
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2  連携 について       
2-1  地域の連携ネットワーク作りへの参画（n646）  
    連携ネットワーク作りへの参画について、「要請を受けて参加・協⼒している」が 267 ⼈（41.3%）と

最も多く、次いで、「企画し、主導的に参画している」が 93 ⼈（14.4%）と、過半数がネットワーク作り

に参画していた。⼀⽅で「特に何もしていない」とした修了者も⼀定程度存在していた。 
28 年度修了者もほぼ同様の結果であった。 

図表 2.1  地域の連携ネットワーク作りへの参画 
   （29 年度修了者）   

                                                  〈ネットワーク参加者（n93）〉 
                                                           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%)

69.9

67.7

58.1

54.8

50.5

24.7

16.1

3.2

0 20 40 60 80 100

郡市区等地域医師会

市町村⾏政

他の医療・介護団体

個別の介護サービス事業所等

個別の医療機関

認知症疾患医療センター

家族会等

その他

ネットワーク作り等
を企画し主導的に

参画している
93

14.4%

要請を受けて参加・
協⼒している

267
41.3%

関わっておらず、
個別の対応・連
携を⾏っている

125
19.3%

特に何もして
いない
106

16.4%

無回答
55  

8.5%

ネットワーク作り等
を企画し主導的
に参画している

125  
15.4%

要請を受けて参
加・協⼒している

317  
39.0%

関わっておらず、
個別の対応・連
携を⾏っている

187  
23.0%

特に何もして
いない
124  

15.3%

無回答
60  

7.4% 71.2  
74.4  

48.8  
46.4  

43.2  
28.0  

12.8  
3.2  

0 20 40 60 80 100

郡市区等地域医師会

市町村⾏政

他の医療・介護団体

個別の介護サービス事業所等

個別の医療機関

認知症疾患医療センター

家族会等

その他

（28 年度修了者 n813）
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2-2  地域の医療・介護等資源との連携 
（1）かかりつけ医から認知症の診療についての相談（n646） 
    かかりつけ医から認知症の診療にかかる相談について、「あった」が 226 ⼈（35.0%）、「なかった」が

393 ⼈（60.8%）であった。28 年度修了者に⽐べると、「(相談が)あった」とした割合が 5 ポイント減

少していた。 
相談があった場合の具体的な内容は、「認知症の診断」が 83.6%と最も多く、以降順に、「治療⽅

針」が 70.8%、「⾏動・⼼理症状の対応」が 55.3%と続いた。    

図表 2.2  かかりつけ医からの認知症の診療についての相談 
（29 年度修了者） 

                                                   〈相談の具体的な内容（n226）〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%)あった
226

35.0%

なかった
393

60.8%

無回答
27  

4.2%

83.6

70.8

55.3

30.1

22.1

19.5

19.0

2.2

0 20 40 60 80 100

認知症の診断

治療⽅針

⾏動・⼼理症状の対応

専⾨医紹介

⾝体合併症の⼊院治療

⾏動・⼼理症状の⼊院治療

社会資源の利⽤

その他

あった
326  

40.1%

なかった
459  

56.5%

無回答
28  

3.4%
83.4  

69.3  
64.4  

18.7  
20.9  

34.4  
24.2  

2.1  

0 20 40 60 80 100

認知症の診断

治療⽅針

⾏動・⼼理症状の対応

専⾨医紹介

⾝体合併症の⼊院治療

⾏動・⼼理症状の⼊院治療

社会資源の利⽤

その他

（28 年度修了者 n813）
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（2）認知症の診療に関連して、他の医療機関との連携（n646） 
    認知症の診療に関連して他の医療機関との連携について、「あった」が 478 ⼈（74.0%）、「なかっ

た」が 139 ⼈（21.5%）であった。28 年度修了者と顕著な違いは⾒られなかった。 
主な連携先医療機関としては、「認知症疾患医療センター」が 40.4%と最も多く、以降順に、「地

域の⼀般病院」が 37.9%、「地域の精神科病院」が 37.2%と続いた。    

図表 2.3.1  他の医療機関との連携 
（29 年度修了者） 
                                                     〈主な連携先（n478）〉 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あった
478

74.0%

なかった
139

21.5%

無回答
29  

4.5%

40.4

37.9

37.2

31.6

13.6

10.9

2.9

0 20 40 60 80 100

認知症疾患医療センター

地域の⼀般病院（⼤学病院を除く）

地域の精神科病院

かかりつけ医

⼤学病院

他の認知症サポート医

その他

あった
612  

75.3%

なかった
173  

21.3%

無回答
28  

3.4% 47.5  

35.1  

35.3  

33.7  

12.1  

9.2  

2.9  

0 20 40 60 80 100

認知症疾患医療センター

地域の⼀般病院（⼤学病院を除く）

地域の精神科病院

かかりつけ医

⼤学病院

他の認知症サポート医

その他

(%)

（28 年度修了者 n813）
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 〈連携の具体的な内容（複数回答︔n478）〉 
連携の具体的な内容としては、「認知症の診断」が 65.5%と最も多く、以降順に、「治療⽅針」が

54.4%、「⾏動・⼼理症状への対応」が 44.4%と続いた。    

図表 2.3.2  連携の具体的な内容 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%)

65.5

54.4

44.4

32.4

23.2

14.6

11.7

9.2

4.4

2.7

0 20 40 60 80 100

認知症の診断

治療⽅針

⾏動・⼼理症状への対応

⾏動・⼼理症状の⼊院治療

専⾨医紹介

⾝体合併症の⼊院治療

社会資源の利⽤・紹介

運転免許診断書作成

成年後⾒診断書・鑑定書作成

その他

（28 年度修了者） 

62.9  
52.9  

38.6  
34.2  

21.6  
17.8  

10.8  
8.7  

6.0  
5.1  

0 20 40 60 80 100

認知症の診断

治療⽅針

⾏動・⼼理症状への対応

⾏動・⼼理症状の⼊院治療

専⾨医紹介

⾝体合併症の⼊院治療

社会資源の利⽤・紹介
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成年後⾒診断書・鑑定書作成
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（3）認知症の診療に関連して、その他の機関と連携（n646） 
    認知症の診療に関連してその他の機関との連携について、「あった」が 450 ⼈（69.7%）、「なかっ

た」が 171 ⼈（26.5%）であった。28 年度修了者とほぼ同様の結果であった。 
主な連携先医療機関としては、「地域包括⽀援センター」が 77.8%と最も多く、以降順に、「ケアマ

ネジャー」が 75.8%、「介護施設」が 52.4%と続いた。    

図表 2.4.1  他の医療機関との連携 
（29 年度修了者） 

                                                     〈主な連携先（n450）〉 
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その他
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3.4% 82.0  
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(%)

（28 年度修了者 n813）
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 〈連携の具体的な内容（複数回答︔n450）〉 
連携の具体的な内容としては、「⾏動・⼼理症状への対応」が 53.8%と最も多く、以降順に、「治

療⽅針」が 51.3%、「認知症の診断」が 46.4%と続いた。    

図表 2.4.2  連携の具体的な内容 
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（28 年度修了者）

〈 32 〉



（4）ケアカンファレンスへの参加（n646） 
    ケアカンファレンスへの参加について、「参加している」が 307 ⼈（47.5%）、「参加していない」が

307 ⼈（47.5%）で同数であった。 

図表 2.5  ケアカンファレンスへの参加 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参加している
307

47.5%

参加していない
307

47.5%

無回答
32  

5.0%

参加している
364  

44.8%参加していない
414  

50.9%

無回答
35  

4.3%

（28 年度修了者 n813）
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3  参加(地域の取り組み等)      

3-1  認知症初期集中⽀援チームの設置・協⼒（n646） 
    まず、(活動地域における)認知症初期集中⽀援チームの設置について、「ある」が 415 ⼈

（64.2%）、「ない」が 41⼈（6.3%）、「分からない」が119⼈（18.4%）であった。28年度修了者

との⽐較では、「ある」と認識している割合が 12 ポイント増加していた。「ない」、「分からない」は減少し

ていたが、⼀定程度存在していた。    

図表 3.1.1  認知症初期集中⽀援チームの設置 
（29 年度修了者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある
424  

52.2%

ない
119  

14.6%

分からない
177  

21.8%

無回答
93  

11.4%

ある
415

64.2%
ない
41

6.3%

分からない
119

18.4%

無回答
71  

11.0%

（28 年度修了者 n813）
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    続いて、同チーム設置について「ある」場合（n415）のチームへの協⼒について、「チームに協⼒し

ている」が 251 ⼈（60.5%）、「協⼒・参加していない」が 153 ⼈（36.9%）であった。28 年度修了

者と⽐べ、「チームに協⼒している」が若⼲減少していた。 
    さらに、「協⼒・参加していない」および「チームが設置されているか分からない」場合（n162）の協

⼒の意向について、「是⾮協⼒したい」は 21 ⼈（13.0%）にとどまり、「依頼があれば検討したい」が

107 ⼈（66.0%）と 3 分の 2 に上った。 

図表 3.1.2  チームへの協⼒／協⼒の意向 
（29 年度修了者） 
          〈チームへの協⼒（n415）〉                       〈協⼒の意向（n162）〉  
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している
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していない
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34.4%
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分からない

0  
0.0%

無回答
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たい
18  
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依頼があれば
検討したい

101  
69.2%

協⼒したく
ない
10  

6.8%

無回答
17  

11.6%

チームに協⼒
している

251
60.5%

協⼒・参加し
ていない

153
36.9%

チームが設置されて
いるか分からない

9
2.2%

無回答
2  

0.5%
是⾮協⼒したい

21
13.0%

依頼があれ
ば検討したい

107
66.0%

協⼒したく
ない
11

6.8%

無回答
23  

14.2%

（28 年度修了者 n424）
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ある なし 分からない

⼈数 230 24 44 298
構成割合 77.2% 8.1% 14.8% 100.0%
⼈数 125 12 61 198
構成割合 63.1% 6.1% 30.8% 100.0%
⼈数 355 36 105 496
構成割合 71.6% 7.3% 21.2% 100.0%

協⼒している していない 分からない

⼈数 145 79 5 229
構成割合 63.3% 34.5% 2.2% 100.0%
⼈数 62 59 3 124
構成割合 50.0% 47.6% 2.4% 100.0%
⼈数 207 138 8 353
構成割合 58.6% 39.1% 2.3% 100.0%

是⾮したい 検討したい したくない

⼈数 14 57 3 74
構成割合 18.9% 77.0% 4.1% 100.0%
⼈数 5 40 6 51
構成割合 9.8% 78.4% 11.8% 100.0%
⼈数 19 97 9 125
構成割合 15.2% 77.6% 7.2% 100.0%

合計

合計

医療機関種類 と チームへの協⼒意向 のクロス表

 
チームへの協⼒意向

合計

医療機関
種類

診療所

病院

合計

医療機関種類 と チームへの協⼒ のクロス表

 
チームへの協⼒

合計

医療機関
種類

診療所

病院

医療機関種類 と 初期集中⽀援チームの設置 のクロス表

 
初期集中⽀援チームの設置

合計

医療機関
種類

診療所

病院

〈 36 〉



3-2  地域ケア会議の設置・参加（n646） 
    (活動地域における)地域ケア会議の設置について、「ある」が 367 ⼈（56.8%）、「ない」が 33 ⼈

（5.1%）、「分からない」が 183 ⼈（28.3%）であった。28 年度修了者との⽐較では、「ある」と認識

している割合が若⼲増加、「ない」、「分からない」が減少していた。 
    設置「ある」場合（n367）の参加は、「会議メンバーとして参加」が 122 ⼈（33.2%）と最も多く、

次いで、「要請があればアドバイザー等として参加」が 126 ⼈（34.3%）であった。 

図表 3.2  地域ケア会議の設置・参加 
（29 年度修了者）                                
                                                    〈設置ある場合の参加（n367）〉 
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ない
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6.4%

分からない
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31.1%

無回答
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10.0%
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56.8%

ない
33
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分からない
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28.3%

無回答
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会議メンバーと
して参加

164  
38.4%

要請があれば
アドバイザー等

として参加
150  

35.1%

協⼒・参加
していない

86  
20.1%

その他
17  

4.0%

無回答
10  

2.3%

会議メンバー
として参加

122
33.2%

要請があれば
アドバイザー
等として参加

126
34.3%

協⼒・参加
していない

97
26.4%

その他
6

1.6%

無回答
16

4.4%

（28 年度修了者 n813）
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ある ない 分からない

⼈数 212 24 67 303
構成割合 70.0% 7.9% 22.1% 100.0%
⼈数 104 6 89 199
構成割合 52.3% 3.0% 44.7% 100.0%
⼈数 316 30 156 502
構成割合 62.9% 6.0% 31.1% 100.0%

会議メンバー
として参加

アドバイザー
参加 していない その他

⼈数 77 75 44 6 202
構成割合 38.1% 37.1% 21.8% 3.0% 100.0%
⼈数 29 32 39 0 100
構成割合 29.0% 32.0% 39.0% .0% 100.0%
⼈数 106 107 83 6 302
構成割合 35.1% 35.4% 27.5% 2.0% 100.0%

合計

合計

医療機関種類 と 会議への参加 のクロス表

 
会議への参加

合計

医療機関
種類

診療所

病院

医療機関種類 と 地域ケア会議の設置 のクロス表

 
地域ケア会議の設置

合計

医療機関
種類

診療所

病院
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3-3  認知症カフェの設置・協⼒（n646） 
    (活動地域における)認知症の設置について、「ある」が 368 ⼈（57.0%）、「ない」が 79 ⼈

（12.2%）、「分からない」が 136 ⼈（21.1%）であった。28 年度修了者との⽐較では、「ある」と認

識している割合が増加、「ない」、「分からない」が減少していた。 
    設置「ある」場合（n368）の参加は、「協⼒・参加していない」が274⼈（74.5%）と最も多く、次

いで、「運営メンバーとして参加」が 47 ⼈（12.8%）であった。 

図表 3.3  認知症カフェの設置・参加 

（29 年度修了者）                                  
〈設置ある場合の参加（n368）〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある
425  

52.3%

ない
122  

15.0%

分からない
186  

22.9%

無回答
80  

9.8%

ある
368

57.0%
ない
79

12.2%

分からない
136

21.1%

無回答
63  

9.8%

運営メンバーとし
て参加している

52  
12.2%

協⼒・参加
していない

315  
74.1%

その他
48  

11.3%

無回答
10  

2.4%

運営メンバーとし
て参加している

47
12.8%

協⼒・参加し
ていない

274
74.5%

その他
34

9.2%

無回答
13

3.5%

（28 年度修了者 n813）
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ある ない 分からない

⼈数 188 55 59 302
構成割合 62.3% 18.2% 19.5% 100.0%
⼈数 129 21 50 200
構成割合 64.5% 10.5% 25.0% 100.0%
⼈数 317 76 109 502
構成割合 63.1% 15.1% 21.7% 100.0%

運営メンバー
として参加 していない その他

⼈数 23 139 20 182
構成割合 12.6% 76.4% 11.0% 100.0%
⼈数 15 99 9 123
構成割合 12.2% 80.5% 7.3% 100.0%
⼈数 38 238 29 305
構成割合 12.5% 78.0% 9.5% 100.0%

合計

合計

医療機関種類 と カフェ運営等への参加 のクロス表

 
カフェ運営等への参加

合計

医療機関
種類

診療所

病院

医療機関種類 と 認知症カフェの設置 のクロス表

 
市町村での認知症カフェの設置

合計

医療機関
種類

診療所

病院
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3-4  認知症に関する研修・講演会等（n646） 
研修・講演会等への関わりについて、⑴認知症対応⼒向上研修(かかりつけ医以外)、⑵医師会

等主催の認知症関連の研修、⑶多職種向けの研修会等、⑷地域住⺠向けの啓発等セミナーや講

演会、それぞれ順に以下に整理する。 
「関わっていない」が多い点は共通しているが、対象や機会(頻度)の差がそれぞれの「関わっている」と

する割合の違い（⑴〜⑷の順に多くなっている）に寄与していることがうかがえた。 

図表 3.4  認知症に関する研修・講演会等 
（29 年度修了者） 
      ⑴認知症対応⼒向上研修(かかりつけ医以外) 

 
 
 
 
 

⑵医師会等主催の認知症関連の研修 
 
 
 
 
 

⑶多職種向けの研修会等 
 
 
 
 
 

⑷地域住⺠向けの啓発等セミナーや講演会 
 
 
 
 

(%)

9.4

8.7

70.7

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

9.9

14.7

66.6

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

21.1

14.9

56.7

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

23.7

13.9

54.2

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない
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        ⑴認知症対応⼒向上研修(かかりつけ医以外) 
 
 
 
 
 

⑵医師会等主催の認知症関連の研修 
 
 
 
 
 

⑶多職種向けの研修会等 
 
 
 
 
 

⑷地域住⺠向けの啓発等セミナーや講演会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12.7  

6.8  

70.5  

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

(%) 

13.3  

15.0  

63.7  
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企画または運営に関わっている

関わっていない

21.9  

17.0  

53.0  
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講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

21.9  

17.0  

53.0  

0 20 40 60 80 100

講師として関わっている

企画または運営に関わっている

関わっていない

（28 年度修了者 n813）
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4  認知症ケアチーム（⼀般病院・⼤学病院︔n227） 
    病院内の多職種からなる認知症ケアチームについて、「ある」が 119 ⼈（52.4%）、「ない」が 102

⼈（44.9%）であった。さらに、認知症ケアチームが「ある」場合（n119）に、チームに「参加している」

が 85 ⼈（71.4%）、「参加していない」が 29 ⼈（24.4%）となっていた。 
    28 年度修了者の結果と⽐べ、特徴的な差異はみられなかった。 

図表 4  認知症ケアチーム 
（29 年度修了者）              

〈ある場合のチームへの参加（n119）〉  
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
    
 
 
 
 
 

ある
161

56.3%

ない
122

42.7%

無回答
3

1.0%

参加している
120

74.5%

参加して
いない

36
22.4%

その他
4

2.5%

無回答
1

0.6%

ある
119

52.4%
ない
102

44.9%

無回答
6

2.6%

参加している
85

71.4%

参加して
いない

29
24.4%

その他
2

1.7%

無回答
3

2.5%

（28 年度修了者 n286）
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5  認知症サポート医に関するご意⾒等                                             

5-1  認知症サポート医制度の評価（⼗分活⽤されているか）（n646） 
    現在の認知症サポート医制度（養成研修を受講した認知症サポート医が、認知症初期集中⽀

援チームや病院内の認知症ケアチームに参加すること、⼀定要件で診療報酬上の評価があることなど）

が⼗分活⽤されているかについて、「そう思う」が 149 ⼈（23.1%）、「そう思わない」が 484 ⼈

（74.9%）であった。 
「そう思わない」場合の理由については、「認知症サポート医の役割が明確でない」が 54.3%と最も

多く、「認知症サポート医⾃体が地域・社会に認知されていない」が 44.2%と続いた。 

図表 5.1  認知症サポート医制度の活⽤ 
（29 年度修了者） 

                                              〈そう思わないの理由（複数回答︔n484）〉 
                                                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そう思う
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23.1%

そう思わない
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74.9%

無回答
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2.0%

そう思う
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そう思わない
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（28 年度修了者 n813）
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5-2  認知症サポート医に関するご意⾒（n646） 
    以下、認知症サポート医に関するご意⾒（記述回答）について、所属機関種類別に主なものを

抜粋して掲載する。 
図表 5.2  認知症サポート医に関するご意⾒（主なものを抜粋） 

診療所 
認知症治療の専⾨医ではないので、地域のネットワーク、システム作りに何かお役に⽴てばと思っています。
地域包括⽀援センター運営協議会委員として参加していますので、初期集中⽀援チームの活動がしやす
いシステム作り、地域の環境作り、という広く認知して頂けるような活動からはじめたいと思っています。 

診療所 別の場所で訪問診療を⾏う際に認知症サポート医の資格を利⽤したいと考えます。 

診療所 
認知症サポート医養成研修を受講し、認知症サポート医になったが、受講前にサポート医の役割等につき
全く知識がなく、受講後もサポート医としての⼒量、知識がないため、サポート医として地域への協⼒ができ
ていない。 

診療所 
当市では地域包括の staff と積極的に関わる様にしています。幸いにもケースとしての件数は少数（1 桁）
です。市内メンタル系医師の当番表も作り、継続的関与を続けていきます。認知症になってからのサポート
の外に「認知症にならないためのサポート」の研修もして下さい。 

診療所 
サポート医は病院の専⾨医だけが活動の中⼼となっている。開業医では診療との両⽴はかなり難しいと感じ
た。在宅医療を始めたので、より⼀層,地域ケア会議などへの参加する時間がつくれない。 

診療所 
認知症サポート医のフォローアップ・スキルアップ研修が県医師会や県⾏政で企画されず、国⽴⻑寿医療研
究センターで主催されるものと認識されている。⾮常に残念です。 

診療所 
最近、スマートフォンやタブレットの過使⽤によると思われる症状を呈する、中年期の症例が増えています
（working memory の障害と考えられる）。 脳に（良くない・良い）ライフスタイルについての研究も必要
と考えています。 

診療所 関わるスタッフのレベルアップが必要と思います 

診療所 
⼀個⼈としてできる範囲は限界があり、これ以上は難しいと感じていますか゛、lecture を受けた事で質の向
上と地域の feed back ができています。 

診療所 
認知症サポート医は⾮専⾨医も多く関わっているので、メールアドレス等を集めて定期的に情報誌をつくり、
PDF 等で送っていただくとありがたいです。 

診療所 
サポート医がたくさんいても実際の診療に⽣かされていない。数ではなく質を上げることが⼤事。数にばかり上
はこだわっている印象。現場をみてほしい。 

診療所 いろいろ協⼒したいが、⽇々忙しくて時間がない 

診療所 
当区のサポート医は今までサポート医としての仕事をしてこられていなかったため、あまり期待されていない状
況で、1 年前に研修を受けた。地域に役に⽴つように頑張りたい。 

診療所 ⾃分の対応⼒の向上には効果があったが、地元への還元という点では乏しいです。 
診療所 ボランティアが悪いのではないでしょうか。 

診療所 
サポート医となって、他院の⽅で問題がありと感じたり、初診で問題ありと感じた⽅について、情報をとろうとし
ても、包括⽀援センター、市役所⾼齢福祉課介護等へ連絡しても、個⼈情報と⾔って、情報を得ることが
出来ず、⾮常に困って、当⽅で新たに介護申請を⾏ったことがこの１年で数回ありました。 

診療所 
短時間の講習をうけただけで、指導したり協⼒したりする能⼒があるといえるのだろうか?制度⾃体に疑問を
持っている 
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診療所 都市部と⼭間部では役割に⼤きな差があると思います。画⼀的な⽅法や⼿段は混乱し易い。 
診療所 認知症専⾨医が中⼼となって活動し、サポート医が協⼒できる体制が必要 
診療所 まだ機能していないので、これからだと思います。 

診療所 
認知症サポート医が地域では全く活⽤されておりません。サポート医の役割を明確にして、地域で活⽤する
とりくみが必要と感じています 

診療所 
サポート医としての役割は初期集中⽀援チームがスタートしてから⽴ち位置が明瞭になりつつありますが、他
の医療機関の先⽣⽅に対しては、余りなじみがないもののように思われます。 

診療所 
広域での⽀援チームが地域でつくられていて、へき地等では機能していないと思います。もう少し⼩さなコミﾆ
ティで活動させたら良いと思います（地域ケア会議も） 

診療所 認知症予防対策も⼤切と思います。 

診療所 
⾏政、医師会ともに認知症サポート医について関⼼がないように感じる。⼀⼝に⾔って認知症サポート医⾃
体が地域、社会に認知されていないと感じる。 

診療所 
⾏政が役割を与えていない。よってその他の職種も、認知症サポート医とかかりつけ医の違いを承知していな
い（そもそも差はないが） 

診療所 今までとあまり変りない 

診療所 
診療報酬上の点数が⾼くない。かかりつけ医が認知症のケアを⾮専⾨的に⾮医療職にまかせっきり（ケアマ
ネなど）でやっている。以上から認知症サポート医が活⽤されていない 

診療所 在宅や役割が広く周知されてないようです 

診療所 
ご⾃⾝あるいは家族やケアマネから認知症について相談をうけるケースがほとんどである。近隣の開業医さん
より相談を受ける事はないし、今後もないのではないかと考える 

診療所 講習を受けたが⽇常の診療、書類作成に追われ、積極的にサポート医としては関われていないのが残念。 

診療所 
地域包括⽀援センター、認知症カフェ、けあカフェ、社協の⽅々との連携の会があります。草の根から活動し
ていきたいです。（個⼈の能⼒では、かかりつけ医の相談を全ては解決する能⼒はないと思っております） 

診療所 
フォローアップ講習に参加する以外、はっきりとした役割が明確でないが、⾃分は患者さん⼀⼈⼀⼈に向き
合っていくつもりである。 

診療所 
私がサポート医であることが、地域でほとんど認知されていない。正に認知障害である。必要性も強く感じら
れていないのではないか? 

診療所 「認知症専⾨医」へのステップアップの道すじをつくっていただきたい 

診療所 
認知症サポート医の付加価値は、いまだ当地においては認識されていない。「専⾨医」の価値の前には活
動をしていてもしていなくても他からの評価は低いように感じる。サポート医とは、と問い直す必要を感じる。
“サポート”というネーミングにも疑問がある。 

 

病院 
認知症のサポート医の役割は、たとえば専⾨医紹介、社会資源の利⽤紹介等、コーディネーターに徹する
べきであると思う。 

病院 
知る限り⾃分の地域では、主に医師会と関係の強い専⾨医（精神科医など）が中⼼で活動しており、⾮
専⾨医のサポート医への依頼はないように思います。 

病院 
①地域医療に役⽴てるかと思ったが地域（県単位、市町村単位）で何もやっていなかった。 ②医師同
⼠の連携を提案したが、精神科医師は救急⼊院を恐れるため、他院との連携はしないとのことであった。 

病院 今後、機会があれば協⼒していきたい。 
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病院 

認知症と宣告されることで、⼈格を否定されると受け取るのか、その後受診されなくなる事があり、あまり強く
疑って検査等をするよりは、通院していただいて様⼦を⾒る⼿の⽅が多くなっています。⾮専⾨医で権威がな
く、信頼関係が崩れるおそれがあるため、なかなか難しく思っています。そのあたりの診療の仕⽅などをご教授
いただけると、次のステップへ⾏くことができないかと思っております。 

病院 
本年４⽉板野町で１回⽬の会合がありましたが、症例は検討していません。担当職員も少数で、近くの上
板野内に精神科病院があり、そちらに相談かける地域の医師が多いとおもわれます。 

病院 
サポート医研修をうけましたが、市中病院は他の委員会のラウンドなどもあり、私⾃⾝は認知症活動をして
いません。 

病院 研修の受講後、その知識を使う場は⾃分⾃⾝の診療のみであり、徐々に忘れていっている。 

病院 内科医なのでもう少し実際的な勉強もしたいが、あまり機会がなく、今は連携業務が主となっています 

病院 所属機関の地域がサポート医を必要としていない 

病院 サポート医も更新制にしてはどうかと思う 

病院 
フォローアップ研修を頻回に⾏ってほしい。県内の認知症疾患医療センターや認知症の診断可能な施設の
情報がない 

病院 
認知症の⽅への診療は、⾝体疾患の場合も含め、⾮常に時間と⼈⼿を必要とします。このままでは医療崩
壊の危険もあり、⾏政によるルール作りと、その周知をお願いしたいです。また、運転に関しては、認知症だけ
を対象とせず、要介護認定を受けたら免許は返納するなど、⾏政の連携をして欲しいです。 

病院 
サポート医講習会で流したビデオの内容がサポート医の仕事であればやりません。お⾦にもならず、時間をつ
ぶされるだけです。昔ながらのかかりつけ医や⾏政→直接精神専⾨へ紹介の⽅がスムーズに進んでいた印象
です。⾼齢化が進んで精神科専⾨医は⼤変でしょうが。 

病院 
市役所から話があった際に、認知症サポート医として動くはずが勝⼿に「認知症専⾨医」とされていたり、別
件で発⾔を捏造されて公開されたことがあったりして、市役所とのコミュニケーションがとれない。圧倒的な市
役所担当者との知識の開きを感じ、円滑に物事が進む要素が⾒出せない。 

病院 
もっと活動すべきと思いますが、参加する機会が少なかったり、⾃分の⽅の時間が取れなかったりして、うまく
⾃治体としても機能していないと感じています 

病院 認知症について知識を深めようとサポート医を受講したが、認知症の診療に関われず残念です。 

病院 サポート医の認知度が低いので、周知、活⽤が必要 

病院 
サポート医の位置づけ、役割が今ひとつわからないままですが、サポート医を取得するための研修やフォローア
ップ研修はとても勉強になり助かっています。あらためて認知症を学んで整理することができたと感じています 

病院 
⾮専⾨医ではあるが、認知症勉強して、ものわすれ外来開始している。先⽇は 42 才の若年性認知症の
⽅も受診された。さすがに⼀⼈では対応難しく、若年性認知症コーディネーターや⼤学医師と相談した。もっ
と⾮専⾨医が勉強出来る場を作ってください。 

病院 
認知症サポート医ネットワークのホームページは 2 年弱もの間、新着情報の更新がなされておらず、認知症
サポート医の資格を持っていても現状だと必要とされているという実感がなく、⾮常に悲しくつらい気持ちでい
る。 

病院 
当地域では従来から⾏政と認知症疾患医療センターが活動されており、専⾨医でないとサポート医の出番
は少ないです。 

病院 
急性期疾患あるいは癌終末期を合併した認知症の患者様を診る機会がほとんどです。疾患へのアプローチ
が先になり、認知症については疾患の軽快後に対応することが多くなっています。 

病院 少しずつ地域へのとりくみをしようと思います 
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病院 
認知症サポート医として、まだあまり有意義な活動ができておらず、また、どのようにすすめていくかが分からな
い状態です。できればもう少し指導や⽰唆があると助かります。 

病院 

専⾨医に丸投げせず、ある程度、実際の診療医もする必要があり、すでに専⾨医のみでは患者数が多く対
応できていないし、専⾨医の処⽅が正しいかどうかを⼀般医がある程度判断し、治療もできなくてはならない
と思う。実際の症例を専⾨医、⼀般医で検討することが重要であり、１例でも著○例があれば、さらにやる
気も出てくると思われる。 

病院 
役割を多くせず、かかりつけ医のない患者や困った⽅の受け⽫となり、専⾨医への紹介ができればよいと思
う。市町の相談⼝へのサポート機関として 

病院 
家族の困難な状況を、⾃治体がもっと理解し解決する⽅策を練っていただきたい。医療以外の所で医療が
適度に対応を期待されていると考えます。 

病院 
かかりつけ医は、認知症患者にて困ったことがあった場合、サポート医ではなく認知症専⾨医や認知症に対
応している精神病院に相談することがほとんどと思う。したがって、サポート医は必要ないと思う。かかりつけ医
機能研修をくりかえし⾏い、充実させることが望ましいと思う。 

病院 専⾨医更新制度の様に、5 年間に何単位以上の研修を義務化すべき。 
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6  平成 30年度認知症サポート医養成研修受講者アンケート 詳細分析 
 

  平成 30年度に全国 6会場で実施された認知症サポート医養成研修で⾏われた受講者アンケートに
ついて、以下に結果を⽰す。 

 ※既に、「Ⅱ 認知症サポート医養成研修受講および活動実態に関するアンケート調査」の⼀部として、
同アンケートと共通の設問について結果が⽰されている。 

 
❶ 調査対象 

          平成 30年度に認知症サポート医養成研修を受講した医師   受講者数 1,733名 
                                                           （回答数  1,477名） 

❷ 調査主体     
国⽴⻑寿医療研究センター 

❸ 調査時期（研修⽇程） 
 会場 ⽇程 受講者数 アンケート 

回答者数 回答率 

① 東京(1回⽬) H30.9.9 481名 396名 82.3% 
② 京都 H30.9.29 330名 266名 80.6% 
③ 北海道 H30.10.28 109名 94名 86.2% 
➃ 福岡 H30.11.18 224名 204名 91.1% 
⑤ 愛知 H30.12.9 229名 211名 92.1% 
⑥ 東京(2回⽬) H31.1.20 360名 306名 85.0% 
 平成 30年度計  1,733名 1,477名 85.2% 
 累計  9,950名   

❹ 調査項⽬ 
⑴ 医療機関・診療科等 
⑵ 受講⽬的等 
⑶ 研修の内容や運営 
⑷ サポート医への⽀援 
⑸ 活動の⼼構えや現状 
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Ⅲ  認知症サポート医養成研修（追加教材案） 
平成 30 年度認知症サポート医養成研修の「制度・連携の知識」の演習パートで試⾏した、演習教

材について、以下に掲載する。 
当該⽇程の受講者アンケートにおいても概ね評価は⾼く、今後も実際の演習教材として新たな素材

を試⾏しながら、適宜、⼊れ替え、充実を図っていく予定としている。 
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Ⅳ  考察 
 
1．調査結果について                                                                 

⑴平成 29 年度研修修了者について 
平成 29 年度の認知症サポート医養成研修修了者を対象として郵送によるアンケート調査を⾏った。

平成 29 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医に関する研修のあり⽅に関する調査研究

事業」において平成 17 年度から平成 28 年度の研修修了者に対してアンケート調査を実施したが、その

うち平成 28 年度の研修修了者は条件が近いことを踏まえ、その回答との⽐較検討を⾏った。 
平成 29 年度修了者は平成 28 年度修了者と⽐較して、受講⽬的、受講動機、受講料負担、所属

の医療機関種類、主な診療科、学会専⾨医の取得状況等について変化は明らかではなかった。また、

認知症サポート医フォローアップ研修の受講、成年後⾒制度診断書の作成、かかりつけ医認知症対応

⼒向上研修の企画・講義、医療連携や多職種連携、地域の取り組み等への参加・協⼒、地域の連携

ネットワーク作りへの参画、他の医療機関やその他の機関との連携等についても明らかな変化は認めなか

った。⼀⽅で認知症初期集中⽀援チームの設置、地域ケア会議の設置、認知症カフェの設置について

は活動地域に「ある」と回答した者が増えており、地域の資源の整備が進みつつある現状を反映している

ものと考えられた。また、⾃動⾞運転免許更新に関する診断書を 1 年以内に作成した医師の数が増加

しており、かつ診断書作成にあたって⾮常に抵抗感がある医師が減少していることから制度が定着しつつ

あることが推定された。 

⑵平成 30 年度研修受講者について 
平成 30 年度に全国で 6 回開催された認知症サポート医養成研修受講者に対して会場で⾏ったアン

ケート結果を解析した。 
 受講⽬的では受講者のうち32.3％が平成30年度診療報酬改定で新設された「認知症サポート指導

料の算定要件取得のため」と回答していた。また、受講動機では平成 29 年度修了者と⽐較して「ご⾃

⾝の希望で」「所属機関からの要請を受けて」が増加し、「⾃治体の要請を受けて」「地域医師会の要

請を受けて」と回答した医師が減少していた。所属の医療機関種類に変化はなかったが、主な診療科で

神経内科が増加し、学会専⾨医についても⽇本神経学会専⾨医を取得している医師が多かった。可

能な認知症診療において成年後⾒制度診断書作成が 45.7％、運転免許更新に関する診断書作成

が 41.6％で可能と回答していた。 
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 平成 30 年度受講者アンケートの結果を詳細に分析した。 
受講⽬的について「認知症サポート指導料の算定要件取得のため」と回答した医師の所属医療機

関種類は回答者全体と⽐べ明らかな違いはなかった。また、主な診療科は内科が少なく、神経内科と脳

神経外科が多かった。学会専⾨医としては⽇本神経学会、⽇本脳神経外科学会、⽇本認知症学会

の専⾨医を取得している医師が多かった。受講動機に関しても「ご⾃⾝の希望で」と回答した医師が多

かった。受講にあたり⾃治体や地域医師会から事前に求められた条件があると答えた医師は少なかった。

また、認知症初期集中⽀援チームが⾃分の活動地域に設置されているか否かが分からないと答えた医

師が多かった。認知症サポート指導料の算定要件取得を⽬的として研修を受講する医師は、診療所に

所属する医師のみならず多様な医療機関に所属する医師であること、神経内科や脳神経外科を診療

科とする医師が多いこと、認知症や脳に関係する専⾨医が多いことはやや想定外であった。認知症サポ

ート指導料は認知症初期集中⽀援チームやかかりつけ医認知症対応⼒向上研修といった地域におい

て認知症患者に対する⽀援体制の確保に協⼒している認知症サポート医に限り算定可能な診療報酬

であることから、上記の医師が地域において積極的に認知症サポート医としての活動を⾏うことが期待さ

れる。 
「認知症ケア加算対象の院内チーム設置のため」受講したと回答した医師の主な診療科は内科や精

神科は少なく、脳神経外科、神経内科、外科、その他の診療科が多かった。受講の動機としては「所属

医療機関からの要請を受けて」が多く、受講料負担も所属医療機関との回答が多かった。受講にあたり

⾃治体や地域医師会から事前に求められた条件があると答えた医師は少なく、認知症初期集中⽀援

チームが⾃分の活動地域に設置されているか否かが分からないと答えた医師が多かった。平成 28 年度

診療報酬改定での認知症ケア加算創設を機に増加している⼀般病院に所属する認知症サポート医に

関して、認知症の⼈が⾝体疾患となったときに積極的に診療や⼊院を受け⼊れ、適切なケアを提供し、

退院後の⽣活も視野に⼊れて、地域の他の医療機関や介護サービス事業所、地域包括⽀援センター、

⾏政等と連携して認知症の⼈や家族を⽀えていけるきっかけとなるよう研修内容の更なる充実が必要と

思われる。 
 
2．認知症サポート医養成研修のあり⽅について                                            

平成 29 年度⽼⼈保健健康増進等事業「認知症サポート医に関する研修のあり⽅に関する調査研

究事業」において認知症サポート医には地域におけるコーディネート機能を担うこと、個々の症例を診断

して終わりとか、必要な地域資源につないで終わりではなく、その⼈を認知症の初期から終末期まで⽀え

ていく視点、その⼈だけではなく地域の認知症の⼈全てが適切な医療や介護等のサービスを受けられるよ

う社会資源の充実を⾏政に求めていく等の地域づくりの視点が求められることが⽰された。また、その観点
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から現⾏の認知症サポート医養成研修の「制度・連携編」において社会的に複雑化した事例を題材に

して⽀援の⽅法を⾒出すための演習（グループワーク）を取り⼊れることが提案された。 
平成 30 年度の認知症サポート医養成研修において、万引きをした認知症の事例と認知症初期集

中⽀援チームが介⼊したが専⾨医との連携が⼗分とは⾔えなかった事例を題材として取り上げ、試⾏的

な演習を⾏った。アンケート結果から受講者からの評価は概ね良好であったが、特に認知症初期集中⽀

援チームの事例については「もう少し教育的な事例の⽅が良い」との意⾒もあった。また、本事業の委員

会においても、「かかりつけ医の役割の範囲を明確にすべき」「認知症サポート医が⼗分に関与した事例

が良い」等の意⾒があった。これらの指摘を踏まえ、専⾨医、認知症サポート医、かかりつけ医、その他の

関係機関（地域包括⽀援センターや介護⽀援事業所等）の役割分担と連携のあり⽅につき更に検

討を⾏い、より適切な事例を題材とした演習を模索し続ける必要がある。 
 
3．認知症初期集中⽀援チームについて                                                 
 認知症サポート医養成研修は都道府県・指定都市が実施主体であるため、市町村の事業における

認知症サポート医の役割が不明確であったが、認知症初期集中⽀援チームにおいて認知症サポート医

の活動が位置付けられたことの意味は⼤きく、認知症サポート医が市町村において活動できる環境が整

いつつあることは評価できる。また、この事業によって地域包括⽀援センターや市町村の認知症対応⼒も

向上しつつあるとの意⾒もある。⼀⽅で、地域包括⽀援センターの総合相談⽀援事業の業務と認知症

初期集中⽀援チームの事業の切り分けが難しい、かかりつけ医とケアマネジャー（特に特定事業所加算

を算定している居宅介護⽀援事業所）が困難事例に対して機能を発揮することがより重要である等の

指摘もある。社会資源の整備状況には地域差があると考えられ、認知症サポート医はその地域の状況

に応じた活動が求められる。 
 
4．認知症サポート医フォローアップ研修、かかりつけ医認知症対応⼒向上研修について               
 認知症サポート医に求められる役割が多職種とのコーディネーションであるという理念で認知症サポート

医フォローアップ研修を精⼒的に⾏い、認知症サポート医のレベルアップを図っている地域があるが、

common disease としての認知症を⽀援していく体制を構築する上で重要な取り組みと⾔える。また、1
回限りの認知症サポート医養成研修の弱点を補う⽅法でもあり、全国的に推進すべき取り組みと考えら

れる。その地域では、かかりつけ医に対しても講義主体のカリキュラムではなく、ケースカンファレンスに時間

をかけているとのことであり、現⾏のかかりつけ医認知症対応⼒向上研修の実施要綱も基本的な事項は

押さえつつ、より柔軟な対応もできるよう検討を⾏うことが望まれる。また、⼀部の地域が⾏っている様に

多職種との合同研修のあり⽅についても併せて検討が必要と思われる。   
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認知症初期集中⽀援チームの体制構築をきっかけに、市町村と認知症サポート医の関係性が強くな

ってきたが、他⽅で、現在、認知症サポート医養成研修・フォローアップ研修をはじめ、かかりつけ医や⻭

科医師・薬剤師向けの認知症対応⼒向上研修といった⼈材育成・研修が都道府県・指定都市事業と

して展開されているため、各研修修了者が地域での活動に取り組む流れがスムーズでない、との声が多く

聞かれる。研修修了者の情報を保有する都道府県・指定都市と、地域の仕組み作りを担う市町村が

情報を共有し、“研修の受けっ放し“の状態を少しでも減らし、受講者が研修の内容を地域還元できる

環境作りに向け協働していくことも重要と考える。 
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【資料】 認知症サポート医養成研修受講者アンケート票
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平成 30 年度 厚⽣労働省⽼⼈保健事業推進費等補助⾦ 
  （⽼⼈保健健康増進等事業分） 

認知症サポート医研修のあり⽅に関する調査研究事業 

報告書 

 

実施主体︓国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 

平成 31 年 3 ⽉ 
禁無断転載 
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